
 

■ VBA PRO ADO 給与計算システムをご利用のユーザー様へのお知らせになります。■ 
 

 

■ 令和 4 年 10 月分からの雇用保険料について 

 

☆令和 4 年 10 月分からの雇用保険料率の労働者負担分の変更について 

 

令和 4 年 4 月から 9 月までの雇用保険料率の労働者負担分は令和 3 年度と同じですが、令和４年 10 月からは 

労働者負担分が変更されています。 

 

厚生労働省の「雇用保険料率について」のサイトです。 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000108634.html 

 

厚生労働省の「令和４年度雇用保険料率のご案内」 

https://www.mhlw.go.jp/content/000921550.pdf 

 

 

 

令和 4 年 10 月 1 日から令和５年３月３１日までの雇用保険料率は以下のとおりになります。 

 

一般の事業       雇用保険料率 13.5/1000 労働者負担 5/1000 事業主負担   8.5/1000 

 

農林水産・清酒製造事業 雇用保険料率 15.5/1000 労働者負担 6/1000 事業主負担   9.5/1000 

 

建設の事業       雇用保険料率 16.5/1000 労働者負担 6/1000 事業主負担  10.5/1000 

 

 

 
※ 厚生労働省ホームページの「雇用保険料率について」より 

 

  

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000108634.html
https://www.mhlw.go.jp/content/000921550.pdf


 

■ 令和４年 10 月分からの雇用保険料のシステムの確認手順について 

 

１「開始」メニューの「給与の支払者データ登録」を選択します。 

 

２「雇用保険料率」タブに移動して雇用保険料率を確認します。 

 「一般の事業」と「農林・水産・清酒業 土木・建設業」のチェックが間違っていないかを確認してください。 

 

３「一般の事業」の雇用保険料率は「0.005000」 

 「農林・水産・清酒業」の雇用保険料率は「0.006000」 

 「土木・建設業」の雇用保険料率は「0.006000」になります。 

 

 

 
 

 

≪ご注意≫ 

給与明細書の「雇用保険料」ボタンをクリックしないと、雇用保険料の計算はされません。 

 

「給与明細書」の雇用保険料を再計算する場合に、「雇用保険料」ボタンを利用すると改正後の雇用保険料率で計算

されますので注意してください。 

 

 

  

変更 



 

■ 令和 4 年 4 月分からの雇用保険料について 

 

☆令和 4 年 4 月分からの雇用保険料について 

 

令和 4 年 4 月から 9 月までの雇用保険料率の労働者負担分は令和 3 年度と同じですが、10 月からは労働者負担分

の変更が予定されています。 

 

厚生労働省の「雇用保険料率について」のサイトです。 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000108634.html 

 

厚生労働省の「令和４年度雇用保険料率のご案内」 

https://www.mhlw.go.jp/content/000905985.pdf 

 

 

 

令和 4 年 4 月 1 日から令和 4 年 9 月 30 日までの雇用保険料率は以下のとおりになります。 

 

一般の事業       雇用保険料率  9.5/1000 労働者負担 3/1000 事業主負担  6.5/1000 

 

農林水産・清酒製造事業 雇用保険料率 11.5/1000 労働者負担 4/1000 事業主負担  7.5/1000 

 

建設の事業       雇用保険料率 12.5/1000 労働者負担 4/1000 事業主負担  8.5/1000 

 

 

 
※ 厚生労働省ホームページの「雇用保険料率について」より 

 

 

☆令和 2 年 4 月分からの高年齢労働者に係る雇用保険料の免除措置の終了について 

 

平成 29 年から 65 歳以上の労働者も雇用保険の適用対象となっていますが、経過措置として平成 29 年 1 月 1 日

から令和 2 年 3 月 31 日までの間は、一定の高年齢労働者に関する雇用保険料は免除されていました。 

令和 2 年 4 月 1 日からは、この措置が終了するため、それまで雇用保険料が免除されていた高年齢労働者について

も、他の雇用保険の被保険者である労働者と同様に雇用保険料の納付が必要となります。 

  

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000108634.html
https://www.mhlw.go.jp/content/000905985.pdf


 

■ 雇用保険料のシステムの確認手順について 

 

１「開始」メニューの「給与の支払者データ登録」を選択します。 

 

２「雇用保険料率」タブに移動して雇用保険料率を確認します。 

 「一般の事業」と「農林・水産・清酒業 土木・建設業」のチェックが間違っていないかを確認してください。 

 

３「一般の事業」の雇用保険料率は「0.003000」 

 「農林・水産・清酒業」の雇用保険料率は「0.004000」 

 「土木・建設業」の雇用保険料率は「0.004000」になります。 

 

 

 
 

 

≪ご注意≫ 

給与明細書の「雇用保険料」ボタンをクリックしないと、雇用保険料の計算はされません。 

 

「給与明細書」の雇用保険料を再計算する場合に、「雇用保険料」ボタンを利用すると改正後の雇用保険料率で計算

されますので注意してください。 

 

 

  

確認 



 

■ 令和 4 年 3 月分（4 月納付分）からの健康保険料について 

 

☆令和 4 年 3 月（4 月納付分）からの健康保険料について 

 

令和 4 年度の協会けんぽの健康保険料率及び介護保険料率は、本年 4 月分（4 月納付分）からの適用となります。 

都道府県別の保険料率は全国健康保険協会（協会けんぽ）のサイトでご確認ください。 

都道府県別の保険料率は、4 月分の保険料（一般の被保険者については 4 月納付分）からとなります。 

 

https://www.kyoukaikenpo.or.jp/g7/cat330/sb3150/r04/r4ryougakuhyou3gatukara/ 

 

 

 

この例では東京都の計算をしています。お手数ですが全額から折半額の計算をお願いします。 

全国健康保険協会（協会けんぽ）のサイトからお住まいの都道府県の健康保険の保険料率を確認してください。 

 

健康保険料 介護保険なし 全額  9.81 % 折半額 4.905 % 

健康保険料 介護保険あり 全額 11.45 % 折半額 5.725 % 

 

※ 介護保険第 2 号被保険者で、40 歳から 64 歳までの方は健康保険料率に介護保険料率が加わります。 

 

 

 

 

 

 
 

 

  

4.905% 5.725 % 

https://www.kyoukaikenpo.or.jp/g7/cat330/sb3150/r04/r4ryougakuhyou3gatukara/


 

■ 健康保険料の改定によるシステムの修正手順について 

 

１ 「開始」メニューの「給与の支払者データ登録」を選択します。 

 

 
 

 

２ 「健康保険・厚生年金」タブに移動して保険料率を変更します。 

 

３ 「介護保険に該当しない」の保険料率を「0.049050」に変更して下さい。 

 

４ 「介護保険に該当する」の保険料率を「0.057250」に変更して下さい。 

 

 

※ 東京都の変更例ですのでご注意ください。お住いの都道府県により保険料率が違ってきます。 

 

 
 

  

変更 

クリック 



 

５ 「編集」メニューから「従業員・社会保険」をクリックします。 

 

 
 

 

６ 「計算実行」ボタンをクリックしての個人負担分と介護保険分の健康保険料を変更します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪ご注意≫ 

「健康保険料」を「個人負担分」と

「介護保険料」の合計金額で表示す

るには、「開始」メニューの「給与

の支払者データ登録」から「給与・

賞与計算の設定」タブの「給与明細

書に介護保険料を表示する」にチェ

ックを外してください。 

 

 

 

≪ご注意≫ 

標準報酬月額を入力していないと、健康保険料と厚生年金保険料の再計算はされません。 

 

「計算実行」ボタンから役員と従業員の方の健康保険料を変更した場合は、 

「令和 4 年 3 月分（4 月納付分）からの健康保険・厚生年金保険の保険料額表」で確認して下さい。 

 

  

クリック 

クリック 



 

■ 給与明細書の介護保険料を表示しない場合の設定 

 

１ 「開始」メニューの「給与の支払者データ登録」を選択して「給与・賞与計算の設定」から「給与明細書に介護

保険料を表示する」のチェックを外します。 

 

 
 

 

２ 「計算実行」ボタンをクリックしての個人負担分の健康保険料を変更します。 

 

 

 

 

≪ご注意≫ 

「健康保険料」を「個人負担分」と

「介護保険分」に区分して表示する

には、「開始」メニューの「給与の

支払者データ登録」から「給与・賞

与計算の設定」タブの「給与明細書

に介護保険料を表示する」にチェッ

クを付けてください。 

 

  

変更 



■ 給与計算システムをご利用のユーザー様へのお知らせになります。■ 
 

■ 令和 02 年 9 月分（10 月納付分）からの厚生年金保険料について 

 

☆令和 02 年 9 月分（10 月納付分）からの厚生年金保険の標準報酬月額の上限が変更について 

 

厚生年金保険法における従前の標準報酬月額の上限等級（31 級・62 万円）の上に 1 等級が追加され、上限が引き

上げられます。この上限改定により令和 2 年 9 月分からの厚生年金保険料額表が変更されています。 

 

厚生年金保険における標準報酬月額の上限の改定 

https://www.nenkin.go.jp/oshirase/taisetu/2020/202009/20200901.html 

 

厚生年金保険の標準報酬月額の上限改定に伴い、改定後の新等級に該当する被保険者の方がいる対象の事業主に対

して、令和 2 年 9 月下旬以降に日本年金機構より「標準報酬改定通知書」が送付されます。標準報酬月額の改定に

際して事業主からの届出は不要です。 

 

 
 

 

■ 厚生年金保険料の上限改定によるシステムの修正手順について 

 

令和 02 年 9 月分（10 月納付分）から厚生年金保険の標準報酬月額の上限が 605,000 円（折半額 56,730 円）から

635,000 円（折半額 59,475 円）に変更されます。 

 

日本年金機構より「標準報酬改定通知書」が送付されたユーザー様は、給与支払明細書の厚生年金保険の金額を

56,730 円から 59,475 円に直接変更してください。 

 

  

https://www.nenkin.go.jp/oshirase/taisetu/2020/202009/20200901.html


 

■ 平成 29 年 9 月分（10 月納付分）からの厚生年金保険料について 

 

☆平成 29 年 9 月分（10 月納付分）からの厚生年金保険料について 

 

厚生年金保険の保険料率は、平成 29 年 9 月分（10 月納付分）から引き上げられて 18.3％で固定されています。 

この厚生年金保険の保険料率は、9 月分（10 月納付分）から厚生年金保険料を計算する際の基礎となります。 

 

厚生年金保険料 一般   全額 18.300 折半額 9.150 

 

 

■ 厚生年金保険料の改定によるシステムの確認手順について 

 

１ 「開始」メニューの「給与の支払者データ登録」を選択します。 

 

 
 

 

２ 「健康保険・厚生年金」タブに移動して保険料率を確認します。 

 

 

 

３「厚生年金保険料率」の 

保険料率が「0.091500」に 

なっているのを確認します。 

 

 

※ 厚生年金は全国一律の 

保険料率になっています。 

 

 

 

 

クリック 

確認 


